
◎国立健康危機管理研究機構法 
（令和五年六月七日法律第四六号）   

一、 提案理由（令和五年五月一〇日・衆議院厚生労働委員会） 

○加藤国務大臣 ただいま議題となりました国立健康危機管理研究機構法案及び国立健

康危機管理研究機構法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律案につきまして、その

提案の理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 まず、国立健康危機管理研究機構法案について申し上げます。 

 次の感染症危機に備え、感染症その他の疾患に関し、調査、研究、医療の提供、人材

の養成等を行うとともに、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染

症の発生及び蔓延時において、疫学調査から臨床研究までを総合的に実施し、科学的知

見を提供できる体制の強化を図る必要があります。 

 このため、国立感染症研究所と国立研究開発法人国立国際医療研究センターを統合し、

国立健康危機管理研究機構を設立することを目的として、この法律案を提出いたしまし

た。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、国立健康危機管理研究機構について、特別の法律により設立される法人とす

るほか、国立健康危機管理研究機構の目的等に関する事項を定めることとしています。 

 また、第二に、国立健康危機管理研究機構の役員として、理事長及び監事を厚生労働

大臣が任命し、副理事長及び理事を厚生労働大臣の認可を受けて理事長が任命すること

とするほか、それらの職務及び権限等を定めるとともに、理事会を置くこととしていま

す。 

 第三に、国立健康危機管理研究機構の役員及び職員の報酬及び給与並びに服務につい

て、所要の規定を設けることとしています。 

 第四に、国立健康危機管理研究機構の業務の範囲等について定めるほか、その適正な

業務運営のため、厚生労働大臣が、中期目標の策定、中期計画の認可、各事業年度の終

了後における国立健康危機管理研究機構の業務の実績等に関する評価を行うこと等を定

めることとしています。 

 第五に、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国立健康危機管理研究機構に

対して、その業務に関し監督上必要な命令をすることができることとする等、監督につ

いて所要の規定を整備することとしています。 

 第六に、国立健康危機管理研究機構の設立準備に係る規定を設けるほか、国立感染症

研究所の職員に関する経過措置、国立研究開発法人国立国際医療研究センターの解散に

伴う措置等に関する事項を定めることとしています。 

 最後に、この法律の施行期日は、一部の規定を除き、公布の日から起算して三年を超

えない範囲内において政令で定める日としています。 

……………（略）…………… 



 以上が、二法案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（令和五年五月一八日） 

○三ッ林裕巳君 ただいま議題となりました両案について、厚生労働委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、国立健康危機管理研究機構法案について申し上げます。 

 本案は、感染症その他の疾患に関し、調査、研究、医療の提供、人材の養成等を行う

とともに、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及び蔓

延時において、疫学調査から臨床研究までを総合的に実施し、科学的知見を提供できる

体制の強化を図るため、国立感染症研究所と国立国際医療研究センターを統合し、国立

健康危機管理研究機構を設立しようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る五月九日本委員会に付託され、翌十日、加藤厚生労働大臣から趣旨の説

明を聴取した後、質疑に入り、昨日質疑を終局いたしました。次いで、討論、採決の結

果、両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であ

ります。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院厚生労働委員長報告（令和五年五月三一日） 

○山田宏君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、国立健康危機管理研究機構法案は、感染症その他の疾患に関し、調査研究、医

療の提供、人材の養成等を行うとともに、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるお

それがある感染症の発生及び蔓延時において疫学調査から臨床研究までを総合的に実施

し科学的知見を提供できる体制の強化を図るため、国立感染症研究所と国立研究開発法

人国立国際医療研究センターを統合し、国立健康危機管理研究機構を設立しようとする

ものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、国立感染症研究所と国立国際

医療研究センターを統合する必要性、国立健康危機管理研究機構による科学的知見の提

供の在り方、地方衛生研究所等の体制強化に向けた取組等について質疑を行いました

が、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して川田龍平理事よ

り両法律案に反対、日本共産党を代表して倉林明子委員より両法律案に反対、れいわ新

選組を代表して天畠大輔委員より両法律案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられまし

た。 

 討論を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す



べきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月三〇日） 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、国立健康危機管理研究機構（以下「機構」という。）は、内閣感染症危機管理統括

庁及び厚生労働省と常時情報を共有するなど、緊密な連携を確保すること。 

二、現に国立感染症研究所と国立研究開発法人国立国際医療研究センターが行っている

業務が機構設立後も確実に行われるよう措置するとともに、機構の研究開発能力の向

上及び人材確保に資するために、必要な予算を確保すること。また、両機関の職員の

待遇が統合に伴って低下することがないよう取り組むこと。 

三、機構が将来の感染症有事において安全かつ有効な治療薬・ワクチンの迅速な開発に

資する臨床研究に取り組むことができるよう、機構及び関係医療機関の臨床機能強化

及びネットワーク強化のための措置を講ずること。 

四、政府が機構へ指示又は監督を行うに際しては、機構が提供する科学的知見の客観性

を損なうことがないよう十分に留意すること。また、政府が感染症対策に係る政策決

定を行う際には、機構が提供する科学的知見との関係性について、国民に対して丁寧

な説明を行うこと。 

五、政府は、機構が提供する科学的知見のみならず、政策提言についても積極的に受け

入れ検討すること。 

六、地方自治体の感染症対応能力の更なる強化のための方策について早急に検討を行う

とともに、地方衛生研究所間の能力の格差を是正するために予算措置を含め必要な支

援を行うこと。 

 右決議する。  

 


